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　大阪市では、天然資源の消費が抑制され、環境への
負荷ができる限り低減される「持続可能な循環型社
会」の形成をめざし、これまで、ごみの適正処理という
観点だけでなく、廃棄物等の発生抑制や再使用、再生
利用の取組を市民・事業者の皆さんとともに、積極的に
推進してきました。
　その結果、平成30年度のごみ処理量（焼却量）は93
万トンとなり、ピーク時であった平成３年度217万トン
の半分以下となりました。
　ごみ減量の進捗に伴い、10工場稼働体制から焼却工
場数を削減してきました。令和5年３月に鶴見工場を更
新のため休止し、令和5年度からは6工場稼働体制によ
りごみの焼却処理を行っています。
　令和２年３月に改定した「大阪市一般廃棄物処理基本
計画」では、令和7年度を目標年次としてごみ処理量
84万トンをめざすこととし、さらなるごみの減量を進
めてきました。
　その中、令和6年度のごみ処理量は、88万トンとなり
ました。新型コロナウイルス感染症の影響により令和

2年度に大きく減少したごみ処理量が、社会経済活動
の回復・活性化に伴い増加傾向にあることから、引き
続きごみ減量に向けた取組を推進することが必要と
なります。
　事業者の皆さんにおかれましては、このハンドブック
をご一読いただき、本市とともにごみ減量を推進し、
新たなごみ減量目標の達成にご協力いただきますよう
お願いいたします。

　大阪市では、多量の事業系廃棄物を排出する建物を特定建築物として規定し、所有者又は管理者に
対して、毎年「廃棄物の減量推進及び適正処理に関する計画書」の提出を義務付け立入検査を実施する
などの啓発指導を行っています。また、廃棄物管理責任者の選任及び届け出も義務付けています。
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